
新潟市企業参加型奨学金返済支援事業補助金交付要綱 
   
（趣旨） 
第１条 新潟市企業参加型奨学金返済支援事業補助金（以下「補助金」という。）の交付に関

して、新潟市補助金等交付規則（平成１６年新潟市規則第１９号）に定めるもののほか、こ

の要綱の定めるところによる。 
 
（目的） 
第２条 この補助金は、従業員の奨学金返済を支援する制度を設けている市内中小企業等に対

して、当該制度に基づき支給する手当等に要する経費の一部を補助することにより、若者の

市内就労と企業の人材確保を促進させることを目的とする。 
 
（定義） 
第３条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに 
 よる。 
（１）中小企業等 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項に規定する中

小企業者及び同法上に規定のない法人又は組合で市長が特に認める者をいう。 
（２）本社 企業の複数ある事業所のうち、事業や業務を管理、統括、運営する事業所をいう。 
（３）本店 本店登記の所在地が新潟市内であるものをいう。 
（４）新潟広域都市圏 総務省連携中枢都市圏構想推進要綱に基づき、連携協約を締結し 

た新潟市、三条市、新発田市、燕市、五泉市、阿賀野市、胎内市、聖籠町、弥彦村、田上町、

阿賀町、加茂市を含めた都市圏をいう。 
（５）奨学金 高等学校、短期大学、大学、大学院、専修学校などの教育機関における修学を

支援するために貸与される学資金等のうち、従業員本人の名義で借り受けたもので次のいず

れかに該当するものをいう。 
  ア 独立行政法人日本学生支援機構（以下「機構」という。）が貸与する奨学金 
  イ 地方公共団体、大学及び民間企業・団体などが貸与する奨学金 
    ただし、奨学金の制度の趣旨から補助金の対象とすべきでないと市長が別に認めたも

のを除く。 
（６）代理返還 補助対象者が、従業員本人が主たる債務者となっている奨学金について、当

該従業員本人に代わり、返還額の一部又は全部を機構等に直接送金することによる返済方法

をいう。 

（７）支援制度 補助対象者が、雇用する従業員に周知している就業規則、賃金規則など明文

化された文書（以下「内部規定等」という。）に基づき、支援対象者に対して現金（口座振

込によるものも含む。以下同じ。）を年１回以上給付すること、または代理返還することに

より、当該従業員本人が主たる債務者となっている奨学金の返済に係る負担を軽減する制

度をいう。給付の対象となった従業員が退職した場合、当該従業員に給付額の全部又は一

部の返還の義務を負わせるものを除く。 
 



（補助対象者） 
第４条 補助金の交付を受けることができる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号

をすべて満たす者をいう。 
（１）新潟市内に本社または本店がある中小企業等であること。 
（２）支援対象者への支援制度を設け、奨学金返還のための金銭を給付（代理返還を含む。）

していること。（支援対象者への支援が決定している場合を含む。） 
（３）市税を滞納していないこと。 
（４）他の団体（国、地方公共団体等を含む。）から重複して奨学金返還支援に関する補助を

受けていないこと。 
（５）新潟市経済部雇用・新潟暮らし推進課が所管する「にいがたＷＯＲＫ＋ネットワーク」

へ登録または登録申込していること。 
 
（支援対象者） 
第５条 支援対象者は、次の各号をすべて満たす者をいう。 
（１）雇用期間の定めがなく、補助対象者において正社員として雇用されたこと。 
（２）雇用を開始した日における年齢が３０歳未満であること。 
（３）奨学金を返還中であるか、返還予定が確定していること。 
（４）新潟市に在住し、かつ、勤務先が新潟広域都市圏内であること、または、新潟市以 

外の新潟広域都市圏内に在住し、かつ、勤務先が新潟市内であること。 
（５）役員等、事業主と利益を同一にする地位の者でないこと。 
（６）補助対象者が個人事業主（実質的に代表者の個人事業と認められる法人を含む。） 

である場合においては、当該個人事業主と同居している親族でないこと。ただし、勤務 
実態、勤務条件が支援対象者以外の従業員と同様であると認められる者を除く。 

（７）その他支援対象者とすることが適当でないと市長が認めた者でないこと。 
 
（補助対象期間） 
第６条 新潟市企業参加型奨学金返済支援事業（以下「補助事業」という。）の補助対象期間

は、採用後７年以内（補助対象者が支援対象者の雇用を開始した日の属する月を１か月目と

し、８４か月目となる月まで）とする。ただし、返還すべき奨学金の初回返還が、雇用を開

始した日の属する月でない場合、初回返還日の属する月を１か月目とし、そこから８４か月

目となる月までを補助対象期間とする。ただし、支援対象者が会計年度の途中で退職した場

合は、当該年度において補助対象者が給付を行った月までを補助対象期間とする。 
 
（補助額等） 
第７条 補助事業のうち、補助額、補助率、会計年度の補助金上限額及び補助対象期間におけ

る補助金上限額は、別表第１のとおりとする。 
 
（交付申請） 
第８条 補助対象者は、会計年度（４月１日から翌年３月３１日まで）ごとに次に掲げる書類



を市長に提出しなければならない。ただし、前年度から継続して支援対象となっている者の

初回返還日が分かる書類など、前年度すでに提出済みで且つ当該年度に変更となる可能性が

ない書類については、この限りではない。 
（１）新潟市企業参加型奨学金返済支援事業補助金交付申請書（別記様式第１号） 
（２）支援制度に係る内部規定等の写し 
（３）支援対象者の雇用契約書等雇用関係及び雇用形態が確認できる書類の写し 
（４）支援対象者の雇用保険被保険者資格取得等確認通知書の写し 
（５）支援対象者の住民票の写し（複写可） 
（６）支援対象者の返還額及び初回返還日等が分かる書類 
（７）中小企業等であることが確認できる書類（資本金又は従業員数が確認できる書類など） 
（８）補助金振込先口座情報が確認できる書類（通帳の写しなど） 
（９）市税の未納がないことを証明する書類 
（１０）暴力団等の排除に関する誓約書兼同意書 
（１１）「にいがたＷＯＲＫ＋ネットワーク」の登録申込書の写し（登録済企業は不要） 
（１２）その他市長が必要と認める書類 
 
（交付決定） 
第９条 市長は、第８条の補助金交付申請書の提出があったときは、内容を審査し、交付又は

不交付の決定を新潟市企業参加型奨学金返済支援事業補助金交付（不交付）決定通知書（別

記様式第２号）により、補助対象者に通知する。 
 
（補助事業の変更、中止又は廃止） 
第１０条 補助対象者は、補助事業の内容を変更（支援制度の中止、変更を含む。）しようと

するときは、新潟市企業参加型奨学金返済支援事業補助金（変更・中止・廃止）承認申請書

（別記様式第３号）を市長に提出するものとする。 
２ 市長は、前項の申請に対し、申請事項を承認したときは、その旨を当該申請者に通知する

ものとする。 
 
（実績報告） 
第１１条 補助対象者は、第９条の交付決定を受けた年度の３月３１日に、次に掲げる書類を

市長に提出しなければならない。ただし、３月３１日より前に実績が確定する場合は、３月

３１日を待たずに提出することができる。 
（１）新潟市企業参加型奨学金返済支援事業補助金実績報告書（別記様式第４号） 
（２）代理返還をしていない補助対象者の場合は、給与明細書、賃金台帳など支援対象者に支

給した手当等の月ごとの実績が分かる書類の写し。代理返還をした補助対象者の場合は、支

援対象者に代わり、奨学金の返還額の一部又は全部を機構等に代理返還した月ごとの実績が

分かる書類の写し 
（３）支援対象者の奨学金が返還されていることを証する書類 
（４）その他市長が必要と認める書類 



 
（補助金の額の確定等） 
第１２条 市長は、第１１条の実績報告があったときは、内容を審査し、適当と認められる場

合は、新潟市企業参加型奨学金返済支援事業補助金確定通知書（別記様式第５号）により補

助対象者に通知するとともに速やかに補助金を交付するものとする。 
 
（申請の取消し） 
第１３条 市長は、補助金の交付決定を受けた補助対象者が虚偽の申請その他不正な行為によ

り補助金の交付を受けた場合、その他この要綱に反する不適当な事実が発生した場合には、

交付決定の全部又は一部を取り消し、交付した補助金の全部又は一部の返還を求めることが

できる。 
２ 市長は、前項の取消しを行ったときは、新潟市企業参加型奨学金返済支援事業補助金交付

決定取消通知書（別記様式第６号）により当該補助対象者等へ通知する。 
 
（補助金の返還） 
第１４条 市長は、前項の取消しを決定した場合において、補助事業の取消しに係る部分に関

し、既に補助金が交付されている場合は、当該決定の日から１０日以内の期限を定め、当該

補助金の返還を命じることができる。ただし、やむを得ない事情があると認める場合は、そ

の期限を延長することができる。 
 
（委任） 
第１５条 この要綱に定めるもののほか、本補助金の交付について必要な事項は、市長が別に

定める。 
 

附 則 
 この要綱は、令和２年７月１日から施行する。 
 
附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 
 
附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 
 
 附 則 

  この要綱は、令和６年７月１日から施行する。 
 

附 則 
  この要綱は、令和８年４月１日から施行する。  



別表第１（第７条関係） 

補助額 

１ 代理返還をしていない補助対象者の場合は、当該会計

年度中に支払った以下の①、②のいずれか低い額に補助率

を乗じた額とする 
① 支援対象者が返還した奨学金の額 
② 補助対象者が支援制度に基づき給付した額 

 
２ 代理返還をした補助対象者の場合は、当該会計年度中

に機構等に代理返還した額に補助率を乗じた額とする。 

補助率 ２分の１ 

会計年度の補助金上限額 １００千円 

補助対象期間における 
補助金上限額 

４００千円 

 


